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中小企業組合等支援施策情報
平成29年春から個人情報を取り扱うすべての事業者に
	 「個人情報保護法」が適用されます
平成27年9月に改正個人情報保護法が公布され、平成29年春頃に全面施行されます。
これにより、これまで個人情報保護法の適用対象外であった中小企業（保有する顧客や従業員の
個人情報の数が5,000人分以下の事業者）が新たに適用対象となります。
本号では、現時点で公表されている改正個人情報保護法のポイントや、個人情報保護法を守らな
ければならない事業者が個人情報を取り扱う際のルール・注意点等についてご紹介します。

個人情報とは？
生存する個人に関する情報で「ある特定の人
物」のものだと分かるもの。
企業が氏名と紐づけてその人物の情報を管
理していれば、基本的にそれらは全てその人物
の個人情報に当たります。
　［例］��従業員Aの氏名、住所、連絡先、家族構

成、取得資格等を企業が管理していれ
ば、それらは全て従業員Aの個人情報と
なります。

個人情報保護法とは？
個人の権利・利益の保護と個人情報の有用
性とのバランスを図りつつ、民間事業者におけ
る個人情報の取扱いに関するルールを定めた
法律が「個人情報保護法」（個人情報の保護に関
する法律）です。

個人情報保護法を守らなければならない
事業者とは？
個人情報を紙面やパソコンで名簿化するな
ど、データベース化して事業活動に利用してい
る者のことをいいます。
法人に限定されず、営利・非営利の別は問わ
れないため、個人事業主やNPO・自治会等の非
営利組織であっても、個人情報保護法を守らな
ければなりません。

情報通信技術の進展など、個人情報の取扱いに
関する環境が変化してきたことから、個人の権
利・利益が適切に保護されるよう、改正後はこの
ような事業者も個人情報保護法を守らなければ
ならないこととなりました。

改正個人情報保護法のポイント
▶��平成27年9月に、改正個人情報保護法が成立
（施行は平成29年春頃）
▶��改正法の一部施行により、平成28年1月1日に
個人情報保護委員会が設置

▶��主務大臣が有している監督権限を、改正法の
全面施行時に個人情報保護委員会へ一元化

▶��改正法により、取り扱う個人情報の数が5,000
以下である事業者を規制の対象外とする制度
を廃止

▶��一方で、改正法の附則において、個人情報保護委員会はガイドラインの策定に当たって小規模事
業者に配慮する旨を規定

　　☞  ガイドラインでは、安全管理措置について、一般的な義務・手法例とは別に、小規模の事業者
における特例的な対応（手法の例示を含む。）を示す予定。

　　　［ガイドラインにおける「小規模の事業者」とは］
　　　　　従業員の数が100人以下の事業者であって、次に掲げる事業者を除く事業者
　　　　　　① 取り扱う個人情報の数が5,000人分超の事業者
　　　　　　② 委託に基づいて個人データを取り扱う事業者

　　　［安全管理措置として求められる要素の例］
　　　　　「取扱の基本的なルールを決める」、「従業者を教育する」
　　　　　「関係者以外が個人データを見れないようにする（漏えい防止含む。）」
　　　　　「PC等を用いて利用する場合はセキュリティ対策ソフトウェア等を導入する」等

［出所：個人情報保護委員会事務局］
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個人情報を取り扱う際のルール・注意点等
［個人情報保護法の5つの基本チェックリスト］

［1］ 個人情報を「取得する」時のルール
個人情報を取得する時は、何に使うか目的を
決めて、本人に伝える。

▶ 　企業が個人情報を利用するにあたっては、あ
らかじめ利用目的を特定する必要があります。

　　［例］ 購入商品の配送のため

▶ 　個人情報を取得する時は、特定した利用目的
を本人に伝えるか、あらかじめHPや店頭での
掲示などで公表する必要があります。

▶ 　ただし、個人情報を取得する状況において利
用目的が明らかであれば、逐一相手に伝える必
要はありません。

　　［例］  配送伝票にお客様が氏名・住所等を記
入する場合などは配送目的で利用する
ことは明らか

［2］ 個人情報を「利用する」時のルール
取得した個人情報は決めた目的以外のこと
には使わない。

▶ 　取得した個人情報は特定した利用目的の範
囲内で利用する必要があります。

　　［例］  商品を配送するためだけに取得したお
客様の住所を使って、自社の商品の宣
伝はできません。

▶ 　そのため、個人情報の取得にあたっては、何
に使うか利用目的をしっかりと考えたうえで
本人に伝えましょう。

▶ 　また、すでに取得している個人情報を特定し
た目的以外のことに利用したい場合は、あらか
じめ本人の同意を得てください。

以下［3］・［4］・［5］は、個人情報をデータベー
ス化（特定の個人を検索できるようにまとめた
もの）した場合のルールです。

［3］ 個人情報を「保管する」時のルール
取得した個人情報は安全に管理する。

▶ 　個人情報をパソコンで管理したり、名簿等
にまとめた場合は、安全に管理する必要があ
ります。

　　［例］  電子ファイルであればパスワードを設
定する、ウイルス対策ソフトを入れる。
紙媒体であれば施錠できるところに保
管する。

▶ 　また、従業員が会社の保有する個人情報を私
的に使ったり、言いふらしたりしないよう、社
員教育を行いましょう。

［4］ 個人情報を「他人に渡す」時のルール
個人情報を他人に渡す際は、本人の同意を
得る。

▶ 　個人情報を他人（本人以外の第三者）に渡す
場合は、原則、本人の同意が必要になります

▶ 　ただし、以下の場合等は本人の同意を得なく
ても、個人情報を他人に渡すことができます。

　　○法令に基づく場合
　　　　［例］ 警察からの照会
　　○ 人命に関わる場合で本人から同意を得る

のが困難なとき
　　　　［例］ 災害時
　　○業務を委託する場合
　　　　［例］  商品配送のために配送業者にお客

様の氏名・住所を渡す場合

［5］  本人から個人情報の「開示を求められ
た」時のルール

本人からの「個人情報の開示請求」には応じる。

▶ 　会社が保有している個人情報について本人
から開示や訂正等を請求されたら、企業は対応
しなければなりません。

▶ 　また、その個人情報の利用目的を問われた場
合に、しっかりと答えられるようにしておきま
しょう。

改正個人情報保護法の具体的な施行日や、
個人情報保護委員会が定めるガイドライン等
については、決定次第、個人情報保護委員会の
ウェブサイト等で公表されることとなってお
り、本会では今後も本誌等により、随時ご紹介
致します。

なお、改正個人情報保護法の詳細につきまし
ては、個人情報保護委員会のホームページをご
覧いただくか、個人情報保護法�質問ダイヤルへ
お問い合わせ下さい。

［ホームページ］�http://www.ppc.go.jp/

［�お問い合わせ先］�
個人情報保護法　質問ダイヤル�
☎03-6457-9849�
受付時間　9：30 〜 17：30�
　　　　　（土・日・祝日及び年末年始を除く）�
※�「個人情報保護法」の解釈や制度一般に関す
る疑問にお答えしています。


